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第５章 評価の結果 

１. 都市計画の一体性・総合性の確保に関する評価等の結果 

（１）土地利用計画との整合性 

 事業実施想定区域及びその周辺は、都市計画上の市街化調整区域であり、現況の

土地利用状況は自然林や管理草地、緑の多い住宅地などである。 

 札幌市における「市街化調整区域の保全と活用の方針」147)において、優良な農地、

良好な自然環境を有する区域等を保全することを原則としており、本事業実施想定

区域に、優良な農地や良好な自然環境を有する区域は存在していない。周辺のこれ

らの区域とは、一定の距離を確保し、現況の環境に留意する計画としている。 

 また、既存住宅団地である駒岡団地（地区計画区域）が事業実施想定区域の南西

側に隣接しているものの、良好な居住環境の維持・増進と環境負荷の低減につとめ

るよう、配置計画や高度排ガス処理設備の導入等を検討している。騒音・振動及び

景観等に係る個別の評価は、円滑な都市活動の確保に関する評価等の結果に後述す

る。 

 表 5-1-1-1 に、土地利用計画との整合性に係る評価結果を示す。 

 事業実施想定区域は、既存施設に隣接する市街化調整区域に計画していることか

ら、都市部及び市街地の外における環境に考慮した候補地として、土地利用計画と

の整合は図れるものと評価する。 

  

表 5-1-1-1 土地利用計画との整合性に係る評価結果 

評価項目 評価の結果 

土地利用計画との

整合性 

事業実施想定区域は、現駒岡清掃工場の隣接地でありながら、

都市計画公園や緑地、自然環境保全に係る規制区域ではなく、

市街化調整区域であり、交通量の市街地への集中や市街地の外

における自然環境の保全等を考慮した都市施設の候補地として

土地利用計画と整合が図れると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

147）「市街化調整区域の保全と活用の方針」(札幌市 平成 25 年 2 月 4 日最終改正) 
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（２）効率的な廃棄物発電・熱利用の推進 

 現工場における場外の余熱利用先は、熱供給事業者である北海道地域暖房(株)

及び保養センター駒岡である。北海道地域暖房(株)では、真駒内地区の家庭約

1,750 戸の暖房・給湯、商業施設等の冷暖房・給湯用として利用し、また、保養

センター駒岡では、館内の冷暖房・給湯及びロードヒーティングに利用している。 

 地域熱供給を行う全国の清掃工場は、表 5-1-2-1 に示す 5 例しかなく、現駒岡

清掃工場は国内でも先駆的かつ重要な存在である。また、防災性の向上に係る自

立分散型エネルギー供給の観点からも、余熱利用を継続し、推進することが重要

である。 

 新駒岡清掃工場では、より効率的なエネルギー回収システムを導入することに

より、エネルギーの有効利用を推進する計画である。表 5-1-2-2 に、効率的な廃

棄物発電・熱利用の推進に係る評価結果を示す。 

 焼却施設の夏場の発電量を現在の約 2 倍、冬場の場外余熱供給量を現在の約 3

倍にする計画であり、効率的なエネルギー利用が可能と評価する。 

 

表5-1-2-1 全国の地域熱供給を行う焼却施設10 ） 

工場名（自治体等） 

駒 岡 清 掃 工 場 （札 幌 市 ） 

印西クリーンセンター （千葉県印西地区環境整備事業組合） 

光 が 丘 清 掃 工 場 （東京二十三区一部組合） 

品 川 清 掃 工 場 （東京二十三区一部組合） 

有 明 清 掃 工 場 （東京二十三区一部組合） 

 

 

表 5-1-2-2 効率的な廃棄物発電・熱利用の推進に係る評価結果 

区分 評価の結果 

廃棄物発電 

夏場の発電量を現在の約 2 倍とし、従来同様、所内動力を賄うと共

に余剰電力は売却する計画であり、より効率的なエネルギー利用が

可能なものと評価する。 

余熱利用 

熱供給事業者を通じての地域熱供給事業及び保養センター駒岡へ

の熱供給については、継続し、冬場の供給量を約３倍にする計画であ

り、効率的な熱利用が図れるものと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10）一般社団法人日本熱供給事業協会「地域熱供給導入事例」 
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（３）ごみ処理に伴う環境負荷低減や処理体制の確立 

 ごみ処理に伴う環境負荷低減については、焼却炉排ガスの高度処理、低騒音型設

備の導入の他、所内電力等の省エネルギー化や先に述べた発電施設や余熱利用設備

による温暖化対策等を実施する計画であり、現工場と同様に環境負荷を低減する体

制である。 

 また、最新鋭の公害対策設備の導入及び環境関連法規制の順守により、有害物質

等の場外への排出を極力抑制し、周辺への環境負荷低減につとめる計画である。 

 この他、環境教育や見学が可能なスペースを施設内に設け、市民の環境にやさし

いライフスタイルへの転換や環境負荷を低減する行動などを支援する方針である。 

 現在のごみ処理体制においては、燃やせるごみについて市内 3 カ所の清掃工場で

焼却し、燃やせないごみについては市内 2 カ所の埋立地において処分、大型ごみは

市内 3 カ所の破砕工場で破砕した後、清掃工場及び埋立地で処分している 2)。 

 札幌市内約 45,000 ヵ所のごみステーションからの収集を効率的に実施するため

には、現行の 3 清掃工場の配置が必要な状況であることから、本計画により効率的

な処理体制を維持することが可能と評価する。 

  

 

表 5-1-3-1 ごみ処理に伴う環境負荷低減や処理体制の確立に係る評価結果 

区分 評価の結果 

環境負荷の低減 

排ガス高度処理や低騒音型設備等の導入、所内電力等の省エネル

ギー化、エネルギー利用設備の導入等を計画しており、環境負荷の低

減が可能と評価する。 

処理体制の確立 

札幌市内約 45,000 ヵ所のごみステーションからの収集を効率的に実

施するために、現行の 3 清掃工場の配置を継続することで、処理体制

を維持することが可能と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）札幌市環境局環境事業部「札幌市一般廃棄物処理基本計画スリムシティさっぽろ計画（改定版）」 

（平成 26 年 3 月改定）  
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２. 自然的環境の整備又は保全に関する評価等の結果 

（１）植物 

ア 保全対象となる植物の生育環境への影響 

環境類型区分に応じた保全対象（植物）への影響の予測結果を表 5-2-1-1 に示す。

また、環境類型区分図を図 5-2-1-1 に示す。 

事業実施想定区域の 3 つの環境類型区分（「丘陵地-自然林」、「丘陵地-雑草草原」

及び「水域」）において、事業実施により保全対象（植物）の生育状況が変化する可

能性があると予測される。生育の可能性がある重要な植物種は 18 種である。 

なお、文献や現地において確認した重要な種は全 25 種であるが、7 種については

事業実施想定区域の周辺には生育環境が存在しないため、対象から除外している。 

今後の現地調査等により具体的な保全対象種の生育が確認された場合には、配慮

計画等の検討を行い、本事業の影響を回避する方針である。 

 

表 5-2-1-1 保全対象（植物）への影響の予測結果 

環境類型区分 

（植生群落） 

生育の可能性があ

る保全対象（植物） 

事業実施想定
区 域 に お け る
環境類型区分
の面積 

保全対象（植物）への影響 

事業実施想定区域 周辺の地域 

丘陵地-自然林 

(ｼﾗｶﾝﾊﾞ-ﾐｽﾞﾅﾗ

群落、ｻｻ-ｼﾗｶﾝ

ﾊﾞ群落など) 

アカミノルイヨウショウマ、 
フクジュソウ、 
シラネアオイ、 
ヤマシャクヤク、 
ヤマタニタデ、 
オオウメガサソウ、
ホソバツルリンドウ、
カイジンドウ、 
キヨスミウツボ、 
カタクリ、 
サルメンエビネ、 
クゲヌマラン、 
トケンラン、 
フタバラン、 
ヒロハトンボソウ 

6,601 ㎡

（8.2％） 

・面積が大きく、保全

対象（植物）が生育

している可能性があ

ることから、生 育 環

境 を 直 接 改 変 する

場合は、生育状況が

変化する可能性があ

る。 

・保全対象（植物）が

生育している可能性

があるが、生育環境

を直接改変しないこ

とから、生育状況が

変化する可能性がほ

とんどない。 

丘陵地-人工林 

(ﾄﾄﾞﾏﾂ植林、ｶﾗﾏ
ﾂ植林） 

該当種なし 
0 ㎡ 

（0％） 

・対象の植 生群 落が
存 在しないことから
影響はない。 

・保全対象（植物）が
生育している可能性
がほとんどない。 

丘陵地-雑草草原 

(ｵｵﾖﾓｷﾞ群落、

雑草群落、造成

地) 

シ ラ ネ オ ア イ ( 再

掲）、カ タ ク リ （ 再

掲） 

71,403 ㎡ 

(88.7％） 

・面積が大きく、保全
対象（植物）が生育
している可能性があ
ることから、直 接 改
変する場合は、生育
状 況 が変 化 する可
能性がある。 

・保全対象（植物）が
生育している可能性
があるが、生育環境
を直接改変しないこ
とから、生育状況が
変 化 する可 能 性 が
ほとんどない。 

緑の多い住宅地・
管理草地              
(緑の多い住宅地、ゴ
ルフ場･芝地) 

該当種なし 
2,496 ㎡ 

（3.1％） 

・保全対象（植物）が
生育している可能性
がほとんどない。 

・保全対象（植物）が
生育している可能性
がほとんどない。 

水 域 ノダイオウ、 

イトモ、 
タマミクリ 0 ㎡ 

（0％） 

・水域が存在しないこ
とから影響はない。 

・保全対象（植物）が
生息している可能性
があり、水域を直接
改変しないが、工事
濁水等に配慮が必
要である。 

合計 18 種 約80,500 ㎡   

注：面積は図 5-2-1-1 自然環境類型区分図から求積した。 
  面積の欄の下段（ ％）内の数値は、事業実施想定区域の面積に占める割合を示す。 
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 出典：現存植生図、地形分類図、河川網図及び駒岡清掃工場周辺環境概況調査業務調査報告書を参照して作成 

図 5-2-1-1 自然環境類型区分図 

 

凡    例 

 事 業 実 施 想 定 区 域 

 区 界 

 丘 陵 地 - 自 然 林 

 低 地 - 自 然 林 

 丘 陵 地 - 人 工 林 

 丘 陵 地 - 雑 草 草 原 

 低 地 - 雑 草 草 原 

 丘 陵 地 - 畑 雑 草 群 落 

 低 地 - 畑 雑 草 群 落 

 市 街 地 

 緑 の 多 い 住 宅 地 ・ 管 理 草 地 

 水 域 
  

※この地図は、国土地理院発行の 2 万 5 千分の 1 

 地形図(石山)を拡大して使用したものである 

 

     

 

500ｍ 250 0 

1:12,500 
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イ 重要な植物群落への影響 

事業実施想定区域の周辺においては、特定植物群落及び重要な植物群落が存在し

ない 60) 61)ことから、事業実施による重要な植物群落への影響はないものと予測す

る。 

 

ウ 評価結果 

保全対象とした植物種又は植物群落等に係る評価結果を、表 5-2-1-2 に示す。 

事業実施においては、想定される保全対象（植物）に配慮した計画等を検討する

ことにより、植物への影響を回避又は低減できる可能性が高く、環境施策等と整合

が図られるものと評価する。 

 

表 5-2-1-2 保全対象とした植物種又は植物群落等に係る評価結果 

評価項目 種 別 評価の結果（施設配置案共通） 

地 形 改 変 後 の
土 地 及 び 工 作
物 の 存 在 又 は
供 用 に 伴 う 保
全 対 象 と す る
重 要 な 植 物 種
及 び 植 物 群 落
への影響 

植物への 

影響の程度 

・生育の可能性がある重要な植物： 

 地形改変の影響15種、工事濁水の影響3種 

・重要な植物群落： 

 事業実施想定区域の周辺には存在せず、影響を回避 

・具体的な植物種への影響： 

 現地調査結果に基づき、配慮計画等を検討 

環境施策との 

整合 

・市の基本的施策における野生生物の種の保存その他 

の生物の多様性の確保を図る等の方針と整合する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60）環境省「第 6 回・第 7 回自然環境保全基礎調査 植生調査 石山」（平成 17 年） 

61）環境省「第 6 回・第 7 回自然環境保全基礎調査 植生調査 清田」（平成 17 年） 
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（２）動物 

ア 保全対象となる動物の生息環境への影響 

類型区分に応じた保全対象（動物）への影響の予測結果を、表 5-2-2-1 に示す。 

事業実施想定区域に存在する 3 つの類型区分（「丘陵地-自然林」、「丘陵地-雑草

草原」及び「緑の多い住宅地・管理草地」）において、事業実施によりの生息状況

が変化する可能性がある保全対象（動物）種は 11 種である。 

また、「水域」に生息する可能性がある 3 種については、工事濁水等に配慮する

ことで影響を低減する必要がある。 

今後の現地調査等により具体的な保全対象種の生息が確認された場合には、配慮

計画等の検討を行い、本事業の影響を回避する方針である。 

 

表 5-2-2-1 保全対象（動物）への影響の予測結果 

環境類型区分 

（植生群落） 

生 息 の 可 能 性

がある保全対象

（動物） 

事業実施想定
区 域 に お け る
環境類型区分
の面積 

保全対象（動物）への影響 

事業実施想定区域 周辺の地域 

丘陵地-自然林 

(ｼﾗｶﾝﾊﾞ-ﾐｽﾞ

ﾅﾗ群落、ｻｻ-

ｼﾗｶﾝﾊﾞ群落な

ど) 

エゾモモンガ、 

テン属の一種、 

ハチクマ、 

クマゲラ、 

エゾサンショウウオ、 

モンスズメバチ等   

（6 種） 

6,601 ㎡ 

（8.2％） 

・面積は小さいが、保 

 全対象（動物）が生 

 息している可能性が 

 あることから、生息 

 環境を直接改変する 

 場合は生息状況が変 

 化する可能性がある。 

・保全対象（動物）が生 

 息している可能性があ 

 るが、生息環境を直接 

 改変しないことから、 

 生息状況が変化する可 

 能性がほとんどない。 

丘陵地-人工林 

(ﾄﾄﾞﾏﾂ植林、

ｶﾗﾏﾂ植林） 

ハイタカ、 

オオタカ等 

（2 種） 

0 ㎡ 

（0％） 

・対象の植 生群 落が
存 在しないことから
影響はない。 

・保全対象（動物）が生息 

 している可能性があるが 

 人工林であることから、 

 利用頻度は少ない。 

丘陵地-雑草草原 

( ｵ ｵ ﾖ ﾓ ｷ ﾞ 群

落、雑草群落、

造成地) 

セアカオサムシ、 

ツノアカヤマアリ、 

テラニシケアリ、 

エゾアカヤマアリ、 

ウラギンスジヒョウモン 

（5 種） 

71,403 ㎡ 

（88.7％） 

・面積が最大で、保全 

 対象（動物）が生息 

 する可能性があり、 

 生息環境を直接改変 

 する場合は、生息状 

 況が変化する可能 

 性がある。 

・保全対象（動物）が生息 

 している可能性がある 

 が、生息環境を直接改 

 変しないことから、生 

 息状況が変化する可能 

 性がほとんどない。 

緑の多い住宅

地・管理草地              

(緑の多い住宅

地、ゴルフ場･

芝地) 

チゴハヤブサ 
（1 種）、 

ツノアカヤマアリ 
(再掲)、 

テ ラ ニ シ ケ ア リ 
(再掲)、 

エゾアカヤマアリ 
(再掲)等  

2,496 ㎡ 

（3.1％） 

・保全対象（動物）が 

 生息する可能性が 

 あるが、面積が小さ 

 く、管理草地等で、 

 人の生活空間に近 

 いことから利用頻 

 度は少ない可能性 

 がある。 

・保全対象（動物）が生 

 息している可能性があ 

 るが、管理草地等であ 

 り、人の生活空間に近 

 いことから利用頻度は 

 少ない可能性がある。 

水 域 

カワセミ、 

ニホンザリガニ、 

モノアラガイ 

 （3 種） 

0 ㎡ 

（0％） 

・水域が存在しないこ

とから影響はない。 

・保全対象（動物）が生 

 息している可能性があ 

 り、水域を直接改変し 

 ないが、工事濁水等に 

 配慮が必要である。 

合計 17 種 約 80,500 ㎡   

注：面積は先の図 5-2-1-1 自然環境類型区分図から求積した。 

 面積の欄の下段（ ％）内の数値は、事業実施想定区域の面積に占める割合を示す。 
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イ 評価結果 

保全対象とした動物種又は注目すべき生息環境に係る評価結果を、表 5-2-2-2 に示

す。 

事業実施においては、想定される保全対象（動物）に配慮した計画等を検討する

ことにより、動物への影響を回避又は低減できる可能性が高いものとと評価する。 

 

表 5-2-2-2 保全対象とした動物種又は注目すべき生息環境に係る評価結果 

評価項目 種 別 評価の結果（施設配置案に共通） 

地 形 改 変 後 の
土 地 及 び 工 作
物 の 存 在 又 は
供 用 に 伴 う 保
全 対 象 と す る
重 要 な 動 物 種
及 び 注 目 す べ
き 生 息 地 へ の
影響 

動物への 

影響の程度 

・保全対象とした動物種： 

 地形改変の影響を受ける11種、工事濁水の影響を 

 受ける3種の生息可能性がある。 

・注目すべき生息地： 

 事業実施想定区域周辺に存在せず、影響を回避する。 

・具体的な動物種への影響： 

 現地調査結果に基づき、配慮計画を検討する。 

環境施策との

整合 

・市の基本的施策における野生生物の種の保存その他の 

生物の多様性の確保を図る等の方針と整合する。 
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（３）生態系 

ア 重要な自然環境のまとまりの場への影響 

土地改変及び施設の存在に伴う重要な自然環境のまとまりの場への影響の予測

結果を、表 5-2-3-1 に示す。 

重要な自然環境のまとまりの場は、直接改変の影響が及ばない距離に位置してお

り、土地改変及び施設の存在に伴う影響はない。また、駒岡小学校学校林は、事業

実施想定区域に近い約 0.1km の位置にあるが、直接改変することはないことから、

地形改変後の土地及び工作物の存在又は供用に伴う影響はないものと評価する。 

 

表 5-2-3-1 重要な自然環境のまとまりの場への影響の予測結果 

重要な自然環境
のまとまりの場 

名 称 
事業実施 
想定区域
との距離 

影響の予測結果 

保安林 

防風保安林、保健保安林 約 0.9 ㎞ 

直接改変の影響が及ばない
距離に位置しており、直接改
変することはないことから、地
形改変後の土地及び工作物
の存在又は供用に伴う影響
はない。 

保健保安林 約 1.2 ㎞ 

水源涵養保安林 約 2.3 ㎞ 

土砂流出防備保安林、保健保安林 約 1.0 ㎞ 

鳥獣保護区 
藤の沢鳥獣保護区 約 3.4 ㎞ 
真駒内緑ヶ丘鳥獣保護区 約 0.8 ㎞ 
羊ヶ丘白旗山鳥獣保護区 約 2.1 ㎞ 

環境緑地保護地区 

柏ヶ丘環境緑地保護地区 約 2.4 ㎞ 
藤の沢環境緑地保護地区 約 2.8 ㎞ 
白旗山環境緑地保護地区 約 2.8 ㎞ 

西岡環境緑地保護地区 約 1.2 ㎞ 

すぐれた自然地域 西岡周辺 ※ 約 0.8 ㎞ 

都市環境林 

西岡 約 3.0 ㎞ 

白旗山(旧市有林含) 約 2.8 ㎞ 

澄川 約 1.7 ㎞ 

滝野よしだ 約 4.0 ㎞ 

常盤第一 約 0.6 ㎞ 

中ノ沢第一 約 5.5 ㎞ 

藤野野鳥の森 約 2.8 ㎞ 

真駒内第一 約 1.4 ㎞ 

真駒内第二 約 2.1 ㎞ 

南沢第一 約 3.6 ㎞ 

緑保全創出地域 山地丘陵地のみどり(里山) － 

地域のみどり 

常盤 1 条 1 丁目 約 0.6 ㎞ 
真駒内 332-9 約 2.6 ㎞ 

南沢 1 条 1 丁目 1824-92 約 3.5 ㎞ 
西岡 2 条 12 丁目 388-36 約 4.5 ㎞ 
真駒内 199-1 約 1.1 ㎞ 

真駒内柏丘 4 丁目 461-1 約 3.2 ㎞ 
西岡 508-1 約 3.2 ㎞ 

学校林 駒岡小学校学校林 約 0.1 ㎞ 

事業実施想定区域に近い約
0.1km の位置にあるが、直接
改変することはないことから、
地形改変後の土地及び工作
物の存在又は供用に伴う影
響はない。 

※すぐれた自然地域「西岡周辺」は、真駒内緑ヶ丘鳥獣保護区、羊ヶ丘白旗山鳥獣保護区及び西岡環境

緑地保護地区の 3 地区を合わせた総称で、事業実施想定区域との距離は最も近い真駒内緑ヶ丘鳥獣保

護区との距離を示した。 
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イ 地域を特徴づける生態系への影響 

指標種に係る事業実施想定区域の自然環境類型区分の面積を表 5-2-3-2 に示す。 

事業実施想定区域には、自然環境類型区分の「丘陵地-自然林」、「丘陵地-雑草草

原」及び「緑の多い住宅地･管理草地」が分布しており、指標種の生息環境として

想定される自然環境類型区分ごとに整理した。 

「丘陵地-自然林」は、事業実施想定区域に占める面積が全体の 8.2%と小さいが、

周辺には同様な環境が広く分布している。「緑の多い住宅地･管理草地」も同様であ

る。 

「丘陵地-雑草草原」は、事業実施想定区域に占める面積が大きく、直接改変す

る箇所については動植物の生息状況が変化する可能性がある。周辺には同様の環境

が散在しているものの事業実施想定区域の近くには少ない状況である。 

以上のことから、「丘陵地-雑草草原」について、事業の実施により指標種の生息

状況が変化する可能性があると予測した。今後の現地調査における指標種の確認状

況により、具体的な配慮計画を検討する方針である。 

 

表 5-2-3-2 指標種に係る事業実施想定区域の自然環境類型区分の面積 

自然環境類型区分 指 標 種 面 積（ ％） 

丘陵地-自然林 
エゾリス（哺乳類） 

コエゾゼミ（昆虫類） 
6,601 ㎡（ 8.2％） 

丘陵地-雑草草原 
ホオジロ（鳥類） 

ハネナガキリギリス（昆虫類） 
71,403 ㎡（88.7％） 

緑の多い住宅地･管理草地 シジュウカラ（鳥類） 2,496 ㎡（ 3.1％） 

合計面積 約 80,500 ㎡（100％） 

注 1：面積は先の図 5-2-1-1 自然環境類型区分図から求積した。 

 2：面積の欄の（ ％）内の数値は、事業実施想定区域の面積に占める割合を示す。 

 

ウ 評価結果 

生態系に係る評価結果を、表 5-2-3-3 に示す。 

重要な自然環境のまとまりの場については、直接改変する計画はなく、環境影響を

回避又は低減できる可能性が高いと評価する。 

地域を特徴づける生態系については、指標種が生息する可能性がある環境類型区分

等に配慮した計画等を検討することにより、生態系に及ぼす影響を回避又は低減でき

る可能性が高いと評価する。 

 

表 5-2-3-3 保全対象とした生態系に係る評価結果 

評価項目 種 別 評価の結果（施設配置案に共通） 

地 形 改 変 後 の 土
地及び工作物の存
在又は供用に伴う
重要な自然環境の
まとまりの場及び地
域を特徴づける生
態系への影響 

影 響 の 

程 度 

・重要な自然環境のまとまりの場：直接改変の影響は及ばない。 

・地域を特徴づける生態系： 

「丘陵地-雑草草原」に影響を与える可能性があり、現地調

査結果に基づく配慮計画を検討する。 

環境施策 

との整合 

・市の基本的施策における野生生物の種の保存その他の生物 

 の多様性の確保を図る方針と整合する。 



 

107 

（４）水質 

 土地改変及び施設の存在に伴う公共用水域の水質に係る評価結果を、表

5-2-4-1 に示す。 

 河川及び地下水への汚染は発生させず、水質を保全することが可能と評価する。 

なお、造成工事において発生する濁水等の影響については、工事計画が具体化す

る段階において評価を行う方針とする。 

 

表 5-2-4-1 公共用水域の水質に係る評価結果 

区分 評価の結果 

河川への影響 
施設から排水等は河川に放流しない計画であることから、水質に

及ぼす影響はない。 

地下水への影響 
施設から濁水等を地下浸透させない計画であることから、地下水

の水質に及ぼす影響はない。 

 

 

（５）地形及び地質 

土地改変及び施設の供用に伴う周辺地域の地形及び地質に係る評価結果を、表

5-2-5-1 に示す。 

周辺の地形及び地質を著しく改変する計画はなく、重要な地形や地質に及ぶ影響

はほとんどないものと評価する。 

 

表 5-2-5-1 地形及び地質に係る評価結果 

区分 評価の結果 

地形及び地質 
事業実施想定区域及び周辺に重要な地形や地質は存在せず、事業

による影響は及ばない。 
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３. 適切な規模及び必要な位置への配置 

（１）適切な規模 

ア 焼却能力について 

平成26年度実績で約43万4千トンのごみを焼却処理している。新駒岡清掃工場が

稼働する予定の平成36年度に焼却しなければならないごみ量は約41万トンと試算

され、都市計画マスタープランでも示される通り、将来的に発生する焼却ごみを安

定的に処理することが求められる。新駒岡清掃工場の稼働予定年度である平成36

年度には、発寒清掃工場、白石清掃工場も老朽化により現在よりも処理能力は低下

する。これらを考慮し、新駒岡清掃工場では現在の工場と同等の600トン/日が必要

である。 

また、破砕処理機能や資源化処理機能を有した併設施設の建設を行う予定であり、

事業規模等については、今後策定する駒岡清掃工場更新基本計画にて検討する。 

以上を整理し、適切な規模(焼却能力)に係る評価結果を表5-3-1-1に示す。 

 

表 5-3-1-1 適切な規模（焼却能力）に係る評価結果 

区分 評価の結果 

適切な規模 

（焼却能力） 

将来的に発生する焼却しなければならないごみ量について、他の

2 工場（発寒清掃工場、白石清掃工場）の老朽化を考慮しながら、

安定的に処理するため、処理能力 600t/日は適切と評価する。 
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イ 必要建築面積、敷地面積 

建築面積及び敷地面積は、全国の焼却施設に係る統計 9）から、施設規模 500～700

ｔ/日のストーカ式焼却炉について整理した。 

全国における施設規模と建築面積の関係を図 5-3-1-1 に、また、施設規模と敷地

面積の関係を図 5-3-1-2 に示す。 

高効率なエネルギー回収システムの導入によるボイラーの大型化などにより、施

設規模 600ｔ/日の清掃工場の建築面積は約 12,500 ㎡程度、それ以外の必要な設備等

を踏まえた敷地面積は約 50,000 ㎡程度と考えられ、環境へ配慮した緑地の確保等を

考慮すると、この敷地面積以上が必要となる。 

適切な規模(建築面積、敷地面積)に係る評価結果を、表 5-3-1-2 に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 図 5-3-1-1 建築面積と施設規模      図 5-3-1-2 施設規模と敷地面積 

 

 

表 5-3-1-2 適切な規模（建築面積、敷地面積）に係る評価結果 

区分 評価の結果 

適切な規模 

（建築面積、敷地面積） 

高効率なエネルギー回収システムの導入によるボイラーの大型

化、その他必要な設備、環境への配慮を考慮した緑地の確保等

を考慮すると、50,000 ㎡以上の敷地面積が必要であり、事業実

施想定区域（約 8.4ha）における計画は適切と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9）公益財団法人廃棄物研究財団「ごみ焼却施設台帳【全連続燃焼方式編】平成 21 年度版」 

（平成 23 年 3 月） 
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（２）必要な位置への配置 

ア 必要な位置（候補地）の評価 

第 2 章に記載したとおり、事業実施想定区域については、施設の需要規模や既存

施設との連携等より、現駒岡清掃工場の南側候補地を予定している。 

評価は「都市計画の一体性・総合性」の項のとおりである。 

 

イ 交通等の現状と将来見通し、防災面からの安全性 

新駒岡清掃工場は、既存の施設の停止に伴い稼働することから、ごみ収集に係る

搬出入車両台数は現況とほとんど変化しない。また、施設の出入口についても現況

とほとんど変更がないことから、交通量については現況と同程度と計画している。 

防災面における安全性については、札幌市内では比較的地盤が強く、活断層の少

ない地域に計画していること、また、周辺の土砂災害警戒区域、土石流危険渓流及

び急傾斜地崩壊危険個所を回避していることから、安全性を確保した位置であると

評価する。 

 

表 5-3-2-1 必要な位置に係る評価結果 

区分 評価の結果 

必要な位置 

（候補地） 
「都市計画の一体性・総合性」による。 

交通等の現状と将

来見通し、防災面

からの安全性 

・交通量については、現況と同程度であり変化しない。 

・比較的地盤が強く、活断層の少ない地域における計画で、周

辺の危険な区域を回避していることから、安全性を確保した

計画であると評価する。 
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（３）事業・維持管理及び施工の経済性 

 事業に係る経済性について、適切な施設規模(処理能力、面積等)であることは、

「（1）適切な規模(P.108)」にて述べたとおりである。 

 公害防止設備等については、環境保全を行う上で適切な設備の導入を行う計画

である。 

 また、高効率なエネルギー回収設備の導入により、エネルギーの有効利用を図

ると共に、循環型社会形成推進交付金が適用可能な施設整備内容についても今後

の計画にて慎重に検討していく。 

 加えて、清掃工場の稼働は建設後 20 年以上の長期間に渡ることから、中長期的

な施設整備や維持管理も含めたライフサイクルコスト、高効率エネルギー回収シ

ステムの性能と電力売却額のバランス等費用対効果について、都市計画の方向性

や廃棄物処理の現状に見合う最適な事業計画を策定する必要がある。 

 本事業の経済性に係る評価結果について、表 5-3-3-1 に示す。 

 

表 5-3-3-1 経済性に係る評価結果 

区分 評価の結果 

事業における経

済性 

施設規模(処理能力、面積等)については適切な規模で計画されて

おり、公害防止設備の導入、施設の整備・維持管理を含めたライ

フサイクルコスト、導入機器の性能と電力売却額の適切なバラン

ス、循環型社会形成推進交付金の適用等について、今後の事業計

画で費用対効果を十分考慮することで、最適な事業コストとする

ことが可能と評価する。 
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４. 円滑な都市活動の確保に関する評価等の結果 

（１）景観 

ア 地域景観の特性に係る変化の程度 

地域景観の特性に係る変化の程度について、現駒岡清掃工場からの変化を踏ま

えた評価結果を表 5-4-1-1 に示す。 

 

表 5-4-1-1 地域景観の特性に係る変化の評価結果 

予測地点 
施設配置Ａ案(北側配置) 施設配置Ｂ案(南側配置) 

煙突高 100m 煙突高 130m 煙突高 100m 煙突高 130m 

(a)近景域 

・地域景観の変化

が小さい。 

・煙突高さ 100m

よ り も 変 化 が

認識できる。 

・景観の変化は比

較的小さい。 

・駒岡小、駒岡団

地における景観

が変化する。 

・駒岡小、駒岡団地の変化はＢ案より

低減することが可能。 

・駒岡小、駒岡団地の変化はＡ案より

も変化は大きい。 

・周辺景観に調和したデザイン等の採用により、地域景観の変化を低減すること

が可能。 

(b)遠景域 
・煙突高さ、施設配置にかかわらず変化の程度は小さい。 

・周辺景観に調和したデザイン等の採用により、更に影響の低減が可能。 

 

イ 代表的な眺望点からの眺望の変化 

(ｱ) 眺望の変化の程度 

眺望の変化に係る評価結果を表 5-4-1-2 に、また、評価地点の位置図を図

5-4-1-1 に示す。 

代表的な眺望点については、全般的に北側配置とするＡ案が南側配置のＢ案よ

りも景観への影響を低減できるものと評価する。 

今後、具体的な条件を設定した客観的な調査、予測及び評価方法を検討し、景

観に及ぼす事業の影響を、環境影響評価等で考察し、事業計画に反映していくこ

ととする。 
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表 5-4-1-2 眺望の変化に係る評価結果 

予測地点 
施設配置Ａ案(北側配置) 施設配置Ｂ案(南側配置) 

煙突高 100m 煙突高 130m 煙突高 100m 煙突高 130m 

① 札幌市保養 

センター駒岡 

・煙突高さ、施設配置にかかわらず計画する新工場は視認できない。 

・眺望できる景観資源なし。 

② 札幌ガーデン

ヒルズしらかば

ゴルフ場  

・硬石山方向の眺望を改善するが、 

 豊平川方向のスカイラインを切断。 

・硬石山方向の眺望を改善するが、 

 藤野方向のスカイラインを切断。 

・煙突高さ 100m の

方が影響を低減。 

・ 煙 突 高 さ 100m

よ り も 稜 線 上 部

に大きく出現。 

・煙突高さ 100m の

方が影響を低減。 

・煙突高さ 100m

よりも稜線上部

に大きく出現。 

③ 駒岡小学校 

・Ｂ案よりも眺望変化が小さい。 ・Ａ案よりも眺望が変化する。 

・煙突高さ 100m

はほとんど変化

しない。 

・煙突高さ 130m

はわずかに眺望

が変化する。 

・煙突高さ 100m

は ほ と ん ど 変

化しない。 

・煙突高さ 130m

はわずかに眺望

が変化。 

④ 駒岡団地 

・Ｂ案よりも眺望変化が小さい。 ・Ａ案よりも眺望が変化する。 

・煙突高さ 100m

はほとんど変化

しない。 

・煙突高さ 130m

はわずかに眺望

が変化する。 

・煙突高さ 100m 

 は眺望の変化 

 が小さい。 

・煙突高さ 130m 

  では圧迫感が 

  生じる可能性 

  あり。 

⑤ 藻 岩 山 

  展 望 台 
・煙突高さ、施設配置にかかわらず眺望は変化しない。 

市の景観計画等

との整合 

・丘陵地特有の眺望景観を大きく損ねる眺望点はない。 

・山並みや藻岩山の眺望に配慮することが可能。 

 注：地点番号①～④は、図 5-4-1-1 に対応している。 

 

(ｲ) 煙突の垂直見込角による見え方の変化 

予測地点における煙突垂直見込角による見え方の評価結果を、表 5-4-1-3 に示す。 

北側配置とするＡ案は各地点で見込角が比較的小さく、南側配置のＢ案は特に

駒岡小学校や駒岡団地での見込角が大きいことから、Ａ案の採用により景観への

影響を低減できるものと評価する。 

 

表 5-4-1-3 予測地点における煙突垂直見込角による見え方の評価結果 

予測地点 
施設配置Ａ案(北側配置) 施設配置Ｂ案(南側配置) 

煙突100m 煙突 130m 煙突100m 煙突 130m 
① 札幌市保養 

 センター駒岡 
・施設配置、煙突高さにかかわらず施設は視認できず、眺望は大きく改善。 

② 札幌ガーデン  

ヒルズしらかば 

 ゴルフ場  
・現況と変化なし。  

・気になる程度 

 に増大する。 

・樹林に隠れ、 

 改善する。 

・樹林に隠れ、 

 やや改善する。 

③ 駒岡小学校 
・現況と同程度。 ・やや大きく視認。 

・気になる程度 

 に増大する。 

・圧迫感を受ける

可能性あり。 

・Ｂ案よりも変化は小さい。 ・Ａ案より明確に変化が大きい。 

④ 駒岡団地 
・現況からやや 

 改善する。 
・現況と同程度。 ・現況と同程度。 

・気になるが、圧 

 迫感は受けない 

 程度に変化する。 

⑤ 藻岩山展望台 
・煙突高さ、施設配置にかかわらずほとんど気にならない。 

 （見込角 1°以下） 

 注：地点番号①～④は、図 5-4-1-1 に対応している。 
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凡    例 

 
事 業 実 施 想 定 区 域 

 施 設 配 置 Ａ 案 

 施 設 配 置 Ｂ 案 

 区 界 

 眺 望 方 向 

● 景 観 予 測 地 点 （ 近 景 域 ） 

① 札 幌 市 保 養 セ ン タ ー 駒 岡 

② 
札 幌 ガ ー デ ン ヒ ル ズ 
し ら か ば ゴ ル フ 場 

③ 札 幌 市 立 駒 岡 小 学 校 

④ 真 駒 内 駒 岡 団 地 

注：番号は,本文中表 5-4-1-2,5-4-1-3 に対応している。 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 

② 

③ 

④ 

図 5-4-1-1 景観の評価地点 

     

 

500ｍ 250 0 

1:12,500 

※この地図は、国土地理院発行の 2 万 5 千分の 1  

 地形図(石山)を拡大して使用したものである 
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（２）人と自然との触れ合いの活動の場 

 本事業の実施に係る人と自然との触れ合いの活動の場への影響の予測結果を、

表 5-4-2-1 に示す。また、人と自然との触れ合いの活動の場に係る環境影響の評

価結果を表 5-4-2-2 に示す。 

 本事業の実施において、いずれの案も主要な触れ合い活動の場に与える影響は

ほとんどなく、市の環境施策等の方針と整合が図れるものと評価する。 

 

表 5-4-2-1 人と自然との触れ合いの活動の場に係る予測結果 

予測項目 予測結果（施設配置案共通） 

人と自然との触れ合いの 

活動の場への直接改変の 

可能性 

・主要な触れ合いの活動の場は、事業実施想定区域内 

 に存在せず、喪失や改変の影響なし。 

利用環境の支障の有無及び

場の特性の変化の可能性 

・事業計画により利用環境に新たな支障が生じる可能 

 性は小さい。 

・景観の変化が予測される地点は景観の項のとおり。 

・精進川に排水しない計画により、水辺の利用環境の 

 支障はない。 

到達時間等のアクセス状況

の変化の可能性 

・搬出入車両台数、経路の変更はほとんどないことか

ら、アクセス状況の変化はない。 

 

 

表 5-4-2-2 人と自然との触れ合いの活動の場に係る環境影響の評価結果 

評価項目 種 別 評価の結果（施設配置案共通） 

地形改変後
の土地及び
工作物の存
在による人
と自然との
触れ合いの
活動の場に
与える影響
の程度 

影響の程度

の比較 

・直接的改変： 

主要な触れ合いの活動の場は、事業実施想定区域内に存在 

せず、喪失や改変の影響はない。 

・利用環境の支障： 

 事業計画により利用環境に新たな支障が生じる可能性は 

 小さい。 

・場の特性の変化： 

 景観の変化は景観の項で評価、精進川には排水しない計画 

 から水辺利用環境の支障はない。 

・アクセス状況の変化： 

 搬出入車両台数、経路の変更はほとんどないため変化は 

 ない。 

環境施策と

の整合 

・活動の場に与える影響はほとんどなく、周辺地域のみどり 

 等を保全する計画であることから、市の活動方針等とも整合 

 する。 
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５. 良好な都市環境の保持に関する評価等の結果 

（１）大気質 

ア 煙突排ガスによる影響 

 最大着地濃度発生地点及び周辺の代表 4 地点における大気質の予測結果及び環境基準

適合状況を、表 5-5-1-1(1)～5-5-1-1(5)に示す。 

 なお、煙突排ガスの条件は白石清掃工場を参考に設定し、煙突高さ及び施設配置にお

ける複数案についてそれぞれ予測する。 

 周辺の代表予測地点の位置を、図 5-5-1-1 に示す。 

 施設稼働時の濃度は、各地点とも環境基準及び札幌市環境基本計画で設定する基本目

標よりも十分低いと予測する。 

 また、煙突高さ及び施設配置案による予測結果は、予測地点においてほとんど差がな

いと予測する。 

 

表 5-5-1-1(1) 施設稼働時の環境基準適合状況（最大着地濃度発生地点） 

項 目 
環境基準 

(市の目標)※ 
予測内容 

予測結果 

煙突高 100ｍ 煙突高 130ｍ 

二 酸 化 窒 素

(ppm) 

1 日平均値の年間 98％

値が 0.06 以下 

(札幌市0.05) 

年間98％値 
0.020011 

(○) 
0.019941 

(○) 

二 酸 化 硫 黄

(ppm) 

1日平均値の2％除外値

が0.04ppm以下 
年間2％除外値 

0.003561 
(○) 

0.003559 
(○) 

浮遊粒子状物質 

(mg/m3) 

1日平均値の2％除外値

が0.10以下 
年間2％除外値 

0.025464 
(○) 

0.025443 
(○) 

ダイオキシン類 

(pg-TEQ/m3N) 
年平均値 0.6 以下 年平均値 

0.011090 
(○) 

0.011065 
(○) 

※：札幌市「札幌市環境基本計画 1998－2017」（2005 年 3 月）において基本目標として「道

路に面する地域において、二酸化窒素に係る環境基準の達成を維持するとともに、1 時間

値の 1 日平均値 0.05ppm 以下の達成を目標とします。」と設定している。 

注：(〇)は環境基準及び基本目標に適合する値を示す。 
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表 5-5-1-1(2) 施設稼働時の環境基準適合状況（駒岡小学校） 

項 目 
環境基準 

(NO 2 市の目標) 
予測内容 

煙突高 100m 煙突高 130m 

Ａ案 Ｂ案 Ａ案 Ｂ案 

二 酸 化 窒 素  
(ppm) 

1 日平均値の年間

98％値が 0.06 以下 

(札幌市0.05) 

年間98％値 
0.019820 

(○) 

0.019820 

(○) 

0.019815 

(○) 

0.019817 

(○) 

二 酸 化 硫 黄  
(ppm) 

1日平均値の2％除

外値が0.04ppm以下 
年間2％除外値 

0.003551 

(○) 

0.003551 

(○) 

0.003551 

(○) 

0.003551 

(○) 

浮遊粒子状物質 
(mg/m3) 

1日平均値の2％除

外値が0.10以下 
年間2％除外値 

0.025398 

(○) 

0.025398 

(○) 

0.025396 

(○) 

0.025398 

(○) 

ダイオキシン類 
(pg-TEQ/m3N) 

年平均値 0.6 以下 年平均値 
0.011013 

(○) 

0.011013 

(○) 

0.011011 

(○) 

0.011011 

(○) 

  注：(〇)は環境基準及び基本目標に適合する値を示す。 

表 5-5-1-1(3) 施設稼働時の環境基準適合状況（石山東小学校） 

項 目 
環境基準 

(市の目標) 
予測内容 

煙突高 100m 煙突高 130m 

Ａ案 Ｂ案 Ａ案 Ｂ案 

二 酸 化 窒 素  
(ppm) 

1 日平均値の年間

98％値が 0.06 以下 

(札幌市0.05) 

年間98％値 
0.019953 

(○) 

0.019986 

(○) 

0.019909 

(○) 

0.019929 

(○) 

二 酸 化 硫 黄  
(ppm) 

1日平均値の2％除

外値が0.04ppm以下 
年間2％除外値 

0.003559 

(○) 

0.003560 

(○) 

0.003556 

(○) 

0.003558 

(○) 

浮遊粒子状物質 
(mg/m3) 

1日平均値の2％除

外値が0.10以下 
年間2％除外値 

0.025447 

(○) 

0.025458 

(○) 

0.025432 

(○) 

0.025438 

(○) 

ダイオキシン類 
(pg-TEQ/m3N) 

年平均値 0.6 以下 年平均値 
0.011069 

(○) 

0.011082 

(○) 

0.011053 

(○) 

0.01106 

(○) 

  注：(〇)は環境基準及び基本目標に適合する値を示す。 

表 5-5-1-1(4) 施設稼働時の環境基準適合状況（保養センター駒岡） 

項 目 
環境基準 

(市の目標) 
予測内容 

煙突高 100m 煙突高 130m 

Ａ案 Ｂ案 Ａ案 Ｂ案 

二 酸 化 窒 素  
(ppm) 

1 日平均値の年間

98％値が 0.06 以下 

(札幌市0.05) 

年間98％値 
0.019827 

(○) 

0.019850 

(○) 

0.019817 

(○) 

0.019832 

(○) 

二 酸 化 硫 黄  
(ppm) 

1日平均値の2％除

外値が0.04ppm以下 
年間2％除外値 

0.003553 

(○) 

0.003554 

(○) 

0.003551 

(○) 

0.003553 

(○) 

浮遊粒子状物質 
(mg/m3) 

1日平均値の2％除

外値が0.10以下 
年間2％除外値 

0.025447 

(○) 

0.025458 

(○) 

0.025432 

(○) 

0.025438 

(○) 

ダイオキシン類 
(pg-TEQ/m3N) 

年平均値 0.6 以下 年平均値 
0.011017 

(○) 

0.011028 

(○) 

0.011012 

(○) 

0.01102 

(○) 

  注：(〇)は環境基準及び基本目標に適合する値を示す。 

表 5-5-1-1(5) 施設稼働時の環境基準適合状況（駒岡団地） 

項 目 
環境基準 

(市の目標) 
予測内容 

煙突高 100m 煙突高 130m 

Ａ案 Ｂ案 Ａ案 Ｂ案 

二 酸 化 窒 素  
(ppm) 

1 日平均値の年間

98％値が 0.06 以下 

(札幌市0.05) 

年間98％値 
0.022146 

(○) 

0.021782 

(○) 

0.021782 

(○) 

0.021599 

(○) 

二 酸 化 硫 黄  
(ppm) 

1日平均値の2％除

外値が0.04ppm以下 
年間2％除外値 

0.003553 

(○) 

0.003558 

(○) 

0.003551 

(○) 

0.003551 

(○) 

浮遊粒子状物質 
(mg/m3) 

1日平均値の2％除

外値が0.10以下 
年間2％除外値 

0.025404 

(○) 

0.025400 

(○) 

0.025400 

(○) 

0.025398 

(○) 

ダイオキシン類 
(pg-TEQ/m3N) 

年平均値 0.6 以下 年平均値 
0.011021 

(○) 

0.011014 

(○) 

0.011014 

(○) 

0.011011 

(○) 

  注：(〇)は環境基準及び基本目標に適合する値を示す。 
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図 5-5-1-1 

  計画する施設配置案及び 

 煙突排ガスに係る大気質予測地点 

     

 

500ｍ 250 0 

1:12,500 

※この地図は、国土地理院発行の 2 万 5 千分の 1  

 地形図(石山)を拡大して使用したものである 

 

 

凡    例 

 現 駒 岡 清 掃 工 場  

 事 業 実 施 想 定 区 域 

 焼 却 施 設 Ａ 案  

 焼 却 施 設 Ｂ 案  

 破 砕 等 施 設 

  煙 突 位 置  

●  煙突排ガス影響予測地点 

① 駒 岡 小 学 校 

② 石 山 東 小 学 校 

③ 保 養 セ ン タ ー 駒 岡 

④ 駒 岡 団 地 

注：予測地点は最大着地濃度発生地点を除く。 

 

  

 

① 

② 

③ 

④ 
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イ 車両排ガスによる影響 

 車両排ガスによる影響は、Ａ案、Ｂ案共に同様なため共通の項目とした。 

 主要搬出入経路及び沿道における住居等の立地状況を、図 5-5-1-2 に示す。 

 計画する搬出入車両台数は現在と同等程度であり、現在の搬出入経路の沿道住居

（図中●）における沿道大気環境に変化はない。事業実施想定区域の出入口に係る

変更により、5 戸の住居（図中●）の沿道を新たに搬出入車両が走行する。 

 また、出入口は周辺住居（図中●）や駒岡小学校への影響を低減するため施設北

側に配置する計画としている。 

 なお、定量的な評価方法については、今後の具体的計画に応じて検討する。 

  

ウ 評価結果 

 煙突高さ及び施設配置案についての大気質の評価結果を、表 5-5-1-2 に示す。 

 周辺地域への大気質の影響は、煙突高さ及び施設配置に係る複数案において、い

ずれも現況を変化させず、年間の環境基準との整合が図られていることから、事業

計画により影響を回避・低減することができるものと評価する。 

 短期的高濃度の評価方法に関しては、具体的な計画に応じた調査方法とともに検

討する。 

 

表 5-5-1-2 煙突高さ及び施設配置案についての大気質の評価結果 

評価項目 種 別 
煙突高 100m 煙突高 130m 

施設配置Ａ案
(北側配置) 

施設配置Ｂ案 
(南側配置) 

施設配置Ａ案
(北側配置) 

施設配置Ｂ案
(南側配置) 

煙 突 排 ガ

スの影響 

影響の程度の
比 較  

(煙突 100mＡ
案を 1 とした比) 

予測 4 地点 

寄与濃度：1 

・寄与濃度： 
ア 二酸化窒素： 

0.57～1.83 
イ 二酸化硫黄： 

0.63～1.63 
ウ 浮遊粒子状物質： 

0.63～1.63 
エ ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類： 

0.63～1.63 

・寄与濃度：  
ア 二酸化窒素： 

0.62～0.79 
イ 二酸化硫黄： 

068～0.83 
ウ 浮遊粒子状物質： 

0.68～0.83 
エ ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類： 

0.68～0.83 

・寄与濃度：  
ア 二酸化窒素： 

0.47～1.16 
イ 二酸化硫黄： 

0.54～1.13 
ウ 浮遊粒子状物質： 

0.54～1.13 
エ ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類： 

0.54～1.13 

最大着地濃度：1 

・最大着地濃度： 
ア 二酸化窒素： 

1 
イ 二酸化硫黄： 

1 
ウ 浮遊粒子状物質： 

1 
エ ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類： 

1 

・最大着地濃度： 
ア 二酸化窒素： 

0.675 
イ 二酸化硫黄： 

0.725 
ウ 浮遊粒子状物質： 

0.725 
エ ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類： 

0.725 

・最大着地濃度： 
ア 二酸化窒素： 

0.675 
イ 二酸化硫黄： 

0.725 
ウ 浮遊粒子状物質： 

0.725 
エ ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類： 

0.725 

出現距離 ：1 1.04 1 1.04 

現況に対する
増加割合 

最大 0.9％ 最大 0.7％ 

環 境 基 準 等  
との整 合  

・長期的評価：全地点で環境基準等と整合、現況から変化はない。 
・短期的評価：具体的な計画に応じて調査方法等を検討する。 

車 両 の走
行 に よ る
影響 
(施設配置

案に共通) 

影 響 の程 度  
の比 較  

・影響の程度：複数案について同様。 

・大気質の濃度：現況と同等以下。 

・駒岡小学校付近への影響：発生しない。 

環 境 基 準  

等との整合 

・環境基準：現況を変化させず、基準等と整合する可能性が大。 

・定量的評価: 具体的な計画に応じて検討する。 
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凡    例 

 事 業 実 施 想 定 区 域 

  現 駒 岡 清 掃 工 場  

 影 響 想 定 地 域 ( 車 両 排 ガ ス ) 

搬 出 入 経 路 沿 道 の 住 居  

 供 用 後 の 交 通 量 が 増 加 す る 住 居 

 供 用 後 の 交 通 量 が 減 少 す る 住 居 

 供用後の交通量が変わらない住居 

 主 要 経 路 の 沿 道 に な い 住 居 

主 要 な 搬 出 入 経 路  

 現駒岡清掃工場の主要搬出入経路 

 事業実施想定区域の主要搬出入経路 

 ※南方面の副ルートは割愛した. 

図 5-5-1-2 

計画案の主要搬出入経路と 

最寄りの沿道住居等の状況 

     

 

500ｍ 250 0 

1:12,500 

※この地図は、国土地理院発行の 2 万 5 千分の 1  

 地形図(石山)を拡大して使用したものである 
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（２）騒音 

ア 施設の稼働による騒音 

(ｱ) 施設の配置による周辺住居等の数 

 事業実施想定区域周辺の住居等(住居、学校等、病院、福祉施設等)の数を、表

5-5-2-1 に示す。施設配置Ａ案の方が住居からの距離を確保しやすい。 

 

表 5-5-2-1 事業実施想定区域周辺の住居等の数 104 ） 

配置案と箇所数 
 
 

範囲と住居等 

現駒岡清掃工場から
の 距 離 ご と の 周 辺 住
居等の箇所数 

事業実施想定区域からの距離ごとの
周辺住居等の箇所数 

施設配置Ａ案 
(北側配置) 

施設配置Ｂ案 
(南側配置) 

100m 以内 住居（戸）  1   3※    3※ 
200m 以内 住居（戸）  7 14  30 

500m 以内 

住居（戸） 33 95  93 
学校等（校）  0  1   1 

病院（棟）  0  0   0 

福祉施設等  1  １   １ 

 ※事業実施想定区域から 100m 以内の住居 3 戸は破砕等施設の周辺にあり、配置案の差はない。 

 

 

(ｲ) 距離減衰を考慮した簡易予測 

 破砕等施設及び焼却施設から発生する騒音が、最寄りの住居に到達する騒音の

状況を図 5-5-2-2 に示す。 

 最寄りの住居地点の騒音レベルは、敷地境界における適切な管理を行うことで、

参考とする環境基準を下回ることが可能と予測する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5-2-2 施設建物から最寄り住居方向に発生する騒音の減衰予測 

 

 

 

 

104）ゼンリン「住宅地図 札幌市南区」（平成 26 年 7 月版） 
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イ 搬出入車両による騒音 

搬出入車両による騒音は、大気質と同様、搬出入経路の変更状況と住居等の位置関

係を考慮し、評価した。 

計画する搬出入車両台数は現在と同等であり、現在の搬出入経路の沿道住居におけ

る沿道大気環境に変化はない。事業実施想定区域の出入口の変更により、5 戸の住居

の沿道を新たに搬出入車両が走行すると予測する。 

なお、出入口は周辺住居や駒岡小学校への影響を低減するために施設北側に配置す

る計画としている。 

定量的な評価方法については、具体的な計画に応じて現地調査方法とともに今後の

環境影響評価等にて検討する。 

 

ウ 評価結果 

施設の稼働及び搬出入車両による騒音の評価結果を、表 5-5-2-2 に示す。 

周辺地域への騒音の影響は、事業計画によって十分に回避・低減することが可能と

評価する。 

 

表 5-5-2-2 施設の稼働及び搬出入車両による騒音の評価結果 

評価項目 種 別 
騒音の影響 

施設配置Ａ案(北側配置) 施設配置Ｂ案(南側配置) 

施 設 稼 働 

による騒 音 

影 響 の 程
度 の 比 較 

周辺住居

等の立地

状況 

最寄り住居：建物から 50m 

100m 以内の住居：  3 戸 

200m 以内の住居： 14 戸 

駒岡小学校:焼却施設から 240m 

最寄り住居：建物から 50m 

100m 以内の住居：  3 戸 

200m 以内の住居： 30 戸 

駒岡小学校：焼却施設から 220m 

焼却炉の

住居に対

する配置 

・焼却施設を破砕等施設が 

 遮蔽 

・Ｂ案よりも騒音を低減可能 

・焼却施設が破砕等施設と南北 

 に並列 

・Ａ案の方が騒音を低減可能 

規 制 基 準
及 び 環 境
基準等との
整合 

・周辺への影響：参考とする環境基準（Ａ又はＢ類型）等に整合する。 

・定量的評価：具体的な計画に応じ環境影響評価等で検討する。 

車両の走行

による騒音 

(施設配置 

案に共 通 ) 

影 響 の 程
度 の 比 較 

・周辺への影響：車両台数は変わらず、現在と同等以下となる。 

          駒岡小学校付近への新たな影響はない。 

・施設配置：複数案について同様である。 

規 制 基 準
及 び 環 境
基準等との
整合 

・沿道環境への影響：参考とする環境基準と整合する可能性が大きい。 

・定量的評価：具体的な計画に応じて環境影響評価等で検討する。 
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（３）振動 

ア 施設の稼働による振動  

(ｱ) 施設の配置による周辺住居等の数 

事業実施想定区域周辺の住居等(住居、学校等、病院、福祉施設等)の数を、

表 5-5-3-1 に示す。騒音と同様、施設配置Ａ案の方が駒岡団地からの距離を確

保可能である。 

 

表 5-5-3-1 事業実施想定区域周辺の住居等の数 104 ） 

配置案と箇所数 
 

 範囲と住居等 

現駒岡清掃工場から
の距離ごとの周辺住
居等の箇所数 

事業実施想定区域からの距離ごとの
周辺住居等の箇所数 

施設配置Ａ案 
(北側配置) 

施設配置Ｂ案 
(南側配置) 

100m 以内 住居（戸）  1   3※    3※ 

200m 以内 住居（戸）  7 14  30 

500m 以内 

住居（戸） 33 95  93 

学校等（校）  0  1   1 

病院（棟）  0  0   0 

福祉施設等  1  １   １ 

※事業実施想定区域から 100m 以内の住居 3 戸は破砕等施設周辺にあるため、施設配置案の差はない。 

 

 

(ｲ) 距離減衰を考慮した簡易予測 

破砕等施設及び焼却施設から発生する振動が、最寄りの住居に到達する振動

の状況を図 5-5-3-1 に示す。 

最寄りの住居地点の振動レベルは、敷地境界における適切な管理を行うこと

で、90％の人が振動を感じないとされる振動感覚閾値 ※55dB 程度あるいはそれ

以下に減衰すると予測する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

104）ゼンリン「住宅地図 札幌市南区」（平成 26 年 7 月版） 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※ 振動感覚閾値（いきち） 

人体の振動感覚閾値は、50%の人が感じる振動レベルでおおよそ 60dB、10%の人が感じる振動レ

ベルでおおよそ 55dB とされている。（「地方公共団体担当者のための建設作業振動対策の手引き」

（環境省）より）  
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図 5-5-3-1 施設建物から最寄り住居方向に発生する振動の減衰予測 

 

イ 搬出入車両による振動 

搬出入車両による振動は、大気質と同様、搬出入経路の変更状況と住居等の位置関

係を考慮し、評価する。 

計画する搬出入車両台数は現在と同等であり、現在の搬出入経路の沿道住居におけ

る沿道大気環境に変化はない。 

事業実施想定区域の出入口の変更により、5 戸の住居の沿道を新たに搬出入車両が

走行すると予測する。 

また、出入口は周辺住居への影響を低減するために施設北側に配置する計画とし、

駒岡小学校への影響についても回避・低減する方針である。 

なお、定量的な評価方法については、現地調査方法とともに環境影響評価等で検討

する。 
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ウ 評価結果 

 施設の稼働及び搬出入車両による振動の評価結果を、表 5-5-3-2 に示す。 

 周辺地域への振動の影響は、事業計画によって十分に回避・低減することが可能

と評価する。 

 

表 5-5-3-2 施設の稼働及び搬出入車両による振動の評価結果 

評価項目 種 別 
振動の影響 

施設配置Ａ案(北側配置) 施設配置Ｂ案(南側配置) 

施 設 稼 働 

による振動 

影 響 の 程

度 の 比 較 

周辺住居

等の立地

状況 

最寄り住居：建物から 50m 

100m 以内の住居：  3 戸 

200m 以内の住居： 14 戸 

駒岡小学校：焼却施設から 240m 

最寄り住居：建物から 50m 

100m 以内の住居：  3 戸 

200m 以内の住居： 30 戸 

駒岡小学校：焼却施設から 220m 

焼却炉の

住居に対

する配置 

・焼却施設を破砕等施設が 

 遮蔽 

・Ｂ案よりも騒音を低減可能 

・焼却施設が破砕等施設と南北 

 に並列 

・Ａ案の方が騒音を低減可能 

規 制 基 準

及 び 環 境

基 準 等 と

の整合 

・周辺への影響：敷地境界基準の順守により、感覚閾値以下となる。 

・定 量 的 評 価：具体的な施設計画に応じて調査及び予測方法を環境影響 

              評価等で検討する。 

車両の走行

による振動 

(施設配置 

案に共 通 ) 

影 響 の 程

度 の 比 較 

・周辺への影響：車両台数は変わらず、現在と同等以下となる。 

        駒岡小学校付近への新たな影響はない。 

・施 設 配 置：複数案について同様である。 

規 制 基 準

及 び 環 境

基 準 等 と

の整合 

・沿道環境への影響：参考とする基準や感覚閾値と整合する可能性が大きい。 

・定量的評価：具体的な施設計画に応じて環境影響評価等で検討する。 
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（４）悪臭 

ア 煙突排ガスによる影響 

 煙突排ガスによる悪臭の影響予測結果を、表 5-5-4-1 に示す。 

 煙突排ガスの条件は白石清掃工場を参考に設定し、煙突高さ及び施設配置における複

数案についてそれぞれ予測する。 

 事業実施想定区域の敷地境界において臭気指数の規制基準 10 を達成するための排出

口許容臭気指数 ※1は、施設配置及び煙突高さにかかわらず 49 未満である。 

 本施設においても煙突排ガスの臭気指数は 25～33 程度になることが想定されること

から、事業実施想定区域の周辺における地上の臭気指数は全ての地点で 10 未満となり、

煙突排ガスによる悪臭の影響は回避されると評価する。 

 

表 5-5-4-1 煙突排ガスの許容臭気指数の予測結果 

項目 単位 
煙突高 100ｍ 煙突高 130ｍ 

配置Ａ案 
(北側配置) 

配置Ｂ案 
(南側配置) 

配置Ａ案 
(北側配置) 

配置Ｂ案 
(南側配置) 

想 定 排 ガ ス 臭 気 指 数 ― 25～33 25～33 

周 辺 建 物 ﾀ ﾞ ｳ ﾝ ﾄ ﾞ ﾗ ﾌ ﾄ ― 無  無 

最 大 着 地 濃 度 地 点 の 
煙 突 か ら の 水 平 距 離 

m 2,821 2,990 

希     釈     度 ※ ２ ― 39 39 

最 大 着 地 濃 度 及 び 
敷 地 境 界 の 臭 気 指 数 

― 10未満 10未満 

煙 突 排 出 口 の 

許 容 臭 気 指 数 
― 49未満  49未満 

注：予測は 2 号規制計算ソフトによる許容臭気指数 ※の算出による。 

  計算において敷地境界の臭気指数 10 を代入した場合の許容臭気指数が 49 であるため、 

  基準値 10 未満に適合する許容臭気指数は 49 未満である。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

※1 排出口の許容臭気指数（2 号規制） 

・敷地境界の規制基準（1 号規制）を満足するための煙突排出口における規制値（2 号規制）。 

 敷地境界の規制値を満足するために逆算される排出口の臭気指数の値のこと。 

※2 希釈度 

・希釈度とは排出口における臭気指数と最大着地濃度地点における臭気指数の差で、排出

ガスの拡散による希釈度合いを示す。1 号規制値に希釈度を足した値が 2 号規制値。  
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イ 施設から漏洩する悪臭による影響 

 類似施設である白石清掃工場管理棟前の臭気指数が 10 未満であること、また、

悪臭防止対策の実施により、計画する新工場から悪臭が漏洩することは少ないと考

える。 

 また、現駒岡清掃工場の周辺において悪臭の測定は実施されていないが、周辺か

ら苦情等は発生していない。 

 以上のことから、事業実施想定区域の敷地境界での臭気指数は、施設配置Ａ案、

Ｂ案ともに、類似施設と同様 10 未満になり、周辺に影響は及ばないと評価する。 

 

ウ 評価結果 

 施設の稼働に伴う悪臭の評価結果を、表 5-5-4-2 に示す。 

 周辺地域への悪臭の影響は、計画するすべての案において十分に回避・低減する

ことが可能であり、規制基準等の環境施策と整合するものと評価する。 

 

表 5-5-4-2 施設稼働に伴う悪臭の評価結果 

評価項目 種 別 
施設配置Ａ案(北側配置) 施設配置Ｂ案(南側配置) 

煙突高 100m 煙突高 130m 煙突高 100m 煙突高 130m 

煙突排ガス
が周辺に及
ぼす悪臭の
状況 
(臭気指数) 

影 響の 程 度
の比 較  
(煙突100m 
Ａ案を 1 とした
比) 

敷地境界及び最大着地地点の臭気指数： すべて1（10未満） 

最大着地出現距離：1 

・煙突高 130m よりも          

拡散しにくい。 

1.06 
・煙突高 100m 
 よりも拡散し 
 やすい。  

1 
・煙突高
130m よりも 
拡散しにくい。 

1.06 
・煙突高
100m よりも拡
散しやすい。 

規制基準等
との整合 

・全地点で現況から変化なく、規制基準等と整合する。 

・複数案：施設配置及び煙突高さによる差はない。 

廃棄物の貯
留に伴い施
設から漏洩
する悪臭の
程度 
(施 設 配 置
案に共通) 

影響の程度
の比較 

・周辺への影響：現況から変化しない。 

・定量的評価：具体的な施設計画に応じて環境影響評価等で検討 

 する。 

規制基準等

との整合 

・全地点で現況から変化なく、規制基準等と整合する。 

・複数案：施設配置及び煙突高さによる差はない。 
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（５）日照阻害 

ア 施設の存在又は供用による影響 

札幌市都市局建築指導部「札幌市建築確認申請の手引き（2012.03）」(2012 年 3 月)

によると、札幌市域は北緯 42°46′～ 43°11′にある 137）。 

日照阻害の影響は、年間で最も日影の長い時期である冬至日を対象とする。札幌

市における冬至日の太陽方位角及び影の倍率を表 5-5-5-1 に示す。また、図 5-5-5-1

に太陽方位と日影の発生方向を模式図で示す。 

建築物高さが 40ｍの場合、平坦地の影の長さは冬至の朝夕に 194ｍとなり、日影

は北西(9 時)～北(正午)～北東(15 時)の方向に発生する。 

 

 

表 5-5-5-1 冬至日の太陽方位角及び影の倍率 137 ） 

時刻 
太陽方位角 

(度) 
影の倍率 

高さ 40m の 

建 築 物 の 

影の長さ(m) 

 9 時 -41.484 4.839 194 

10 時 -28.835 3.079 123 

11 時 -14.847 2.466 99 

12 時 0.000 2.300 92 

13 時 14.847 2.466 99 

14 時 28.835 3.079 123 

15 時 41.484 4.839 194 

注１：太陽方位角は、12 時の方向を０度とした。 

  ２：倍率は障害のない平坦地を仮定した値を示す。    図 5-5-5-1 太陽方位と日影の関係 

 

 

施設高さ 40ｍにおける日照阻害の影響は、図 5-5-5-2(1)及び 5-5-5-2(2)のとおり、

施設配置Ａ案（図中赤色）で３戸、Ｂ案（図中水色）で２戸の住居に及ぶ可能性が

あるが、長時間の日影が発生する位置に住居は存在しない。 

なお、日中の日影時間の予測及び評価については施設配置及び形状が具体化する

段階において環境影響評価等で検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

137）札幌市都市局建築指導部「札幌市建築確認申請の手引き(2012.03)」（2012 年）  

 約 83° 

 日 影 発 生 北 西  北 東  

9 時 

12 時 

南 

15 時 

西 東 

北 

41 .5°41.5° 

太 陽 方 位  
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図 5-5-5-2(1) 

 冬至における施設配置Ａ案の日影 

発生状況と住居の分布状況 

     

 

250ｍ 125 0 

1:6,250 

※この地図は、国土地理院発行の 2 万 5 千分の 1  

 地形図(石山)を拡大して使用したものである 

 

 

凡    例 

 事 業 実 施 想 定 区 域 

 施 設 配 置 Ａ 案 及 び 日 影 

● 施 設 の 日 影 方 向 に あ る 住 居 

● 施 設 の 日 影 の 影 響 が 及 ぶ 住 居 

■■ 500m 範囲内の学校、福祉施設 

注：建築物は高さ 40ｍ、平坦な地形を想定した。 

  煙突の日影は考慮していない。 
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凡    例 

 事 業 実 施 想 定 区 域 

 施 設 配 置 Ｂ 案 及 び 日 影 

● 施 設 の 日 影 方 向 に あ る 住 居 

● 施 設 の 日 影 の 影 響 が 及 ぶ 住 居 

■■ 500m 範囲内の学校、福祉施設 

注：建築物は高さ 40ｍ、平坦な地形を想定した。 

  煙突の日影は考慮していない。 

図 5-5-5-2(2) 

 冬至における施設配置Ｂ案の日影 

 発生状況と住居の分布状況 

     

 

250ｍ 125 0 

1:6,250 

※この地図は、国土地理院発行の 2 万 5 千分の 1  

 地形図(石山)を拡大して使用したものである 

 



 

131 

イ 評価結果 

施設の存在に伴う日照阻害の評価結果を、表 5-5-5-2 に示す。 

周辺地域への日影の影響は、施設配置に係る複数案において概ね長時間の日照阻

害を発生させず、関係する法規制との整合が図られると考えられることから、事業

計画により影響を回避・低減することができるものと評価する。 

 

 

表 5-5-5-2 施設の存在に伴う日照阻害の環境影響の評価結果 

評価項目 種 別 施設配置Ａ案(北側配置) 施設配置Ｂ案(南側配置) 

施設の存 在
に よ る 日 照
阻害 

影響の程度 

の比較 

日影方向 200m 範囲の住居等 

 住 居：3 戸（北西 1,北東 2） 

 学 校：0 施設 

 病 院：0 施設 

 福祉施設：0 施設 

（Ｂ案の方が影響は少） 

日影方向 200m 範囲の住居等 

 住 居：2 戸（北東 2） 

 学  校：0 施設 

 病  院：0 施設 

 福祉施設：0 施設 

（Ａ案よりも影響が少） 

規制基準等 

との整合 

・建物の日影発生は短時間で関係する法規制と整合する。 

・日影発生時間等：施設配置及び形状の具体化する段階で環境 

 影響評価等で評価する。 
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（６）温室効果ガス 

ア 施設の稼動に伴い排出される温室効果ガス 

施設の稼働に伴う物質別の温室効果ガス排出量を、表 5-5-6-1 に示す。 

また、各物質を温暖化係数で乗じた CO 2換算排出量を表 5-5-6-2 に示す。 

新工場が稼動する平成 36 年度の温室効果ガス排出量は表 5-5-6-3 のとおり、現況

の平成 25 年度より約 7,100t-CO 2 /年（現況の約 9％）減少すると予測する。 

 

表 5-5-6-1 施設の稼動に伴う物質別の温室効果ガス排出量 

物質 活動区分 
現駒岡清掃工場 

(平成25年度) 

新工場 

(平成36年度) 

二 酸 化 炭 素 

(t-CO 2 /年) 

燃 料 使 用 156.37 156.37 

電 力 消 費 523.94 146.88 

合 成 繊 維 焼 却 21,661.11 19,790.18 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ焼却 53,654.90 49,020.69 

計 75,996.32 69,114.12 

メ タ ン ( t - C H 4 / 年 ) 一 般 廃 棄 物 焼 却 0.12 0.11 

一 酸 化 二 窒 素 

(t-N 2 O/年) 
一 般 廃 棄 物 焼 却 7.04 6.43 

   ※燃料使用量は新工場において現工場と変化がないと想定した。 

  

表 5-5-6-2 施設の稼動に伴う CO2 換算温室効果ガス排出量 

予測時期 物質 排出量 

地 球 

温 暖 化 

係 数 

温室効果ガス量 

(t-CO 2 /年) 

物質別 合計 

現  況 

(平成25年度) 

二 酸 化 炭 素 

(t-CO 2 /年) 
75,996.32 1 75,996.32 

78,181.24 
メ タ ン 

(t-CH 4 /年) 
0.12 21 2.52 

一 酸 化 二 窒 素 

(t-N 2 O/年) 
7.04 310 2,182.40 

予測年度 

(平成36年度) 

二 酸 化 炭 素 

(t-CO 2 /年) 
69,114.12 1 69,114.12 

71,109.73 
メ タ ン 

(t-CH 4 /年) 
0.11 21 2.31 

一 酸 化 二 窒 素 

(t-N 2 O/年) 
6.43 310 1,993.30 

平成 36 年度温室効果ガス量－平成 25 年度温室効果ガス量 -7,071.51 

 

表 5-5-6-3 施設稼働に伴う温室効果ガス環境影響の予測結果 

予測項目 平成 36 年度排出量 

施設稼働による温室効果ガス
の排出量(t/年) 

・新 工 場 の稼 働 する平 成 36年 度 には、焼 却 ごみ量 や 

 電 気 使 用 量 の減 少 により温 室 効 果 ガス排 出 量 が 

 約 7.6万 ｔ-CO 2 /年 となり、約 7,100t-CO 2 /年を削 減 す

る。 
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イ 評価結果 

温室効果ガスに係る環境影響の評価結果は、表 5-5-6-4 のとおりである。 

新工場の供用時においては、引き続きごみの減量化対策を実施すること及び創エ

ネルギーの推進による電気使用量の削減等により、温室効果ガスを約 7,100ｔ-CO 2

削減することが可能と判断する。 

 

表 5-5-6-4 施設稼働に伴う温室効果ガスの環境影響の評価結果 

評価項目 種 別 施設配置案に共通 

計画する新駒岡
清 掃 工 場 の 稼
動に伴う温室効
果ガス（二酸化
炭素換算）の年
間排出量 

影響の程度 
・温室効果ガスの排出量を平成 25 年度（2013 年）から 

 約 7,100t-CO 2 /年削減することが可能と評価する。 

目 標 値 等  

との整 合  

・更なるごみの減量やリサイクル化の推進、効率的な 

 エネルギー回収システムの導入による電気使用量の 

 削減等の取り組みにより、目標値との整合を図ることが 

 可能と評価する。 
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（７）緑地の確保 

施設の配置案に伴う敷地内緑地の状況を図 5-5-7-1 に示す。 

施設配置Ａ案（北側配置）及びＢ案（南側配置）の比較において、Ａ案では敷地

南側の林地を保全し、緑地を多く確保することが可能である。また、駒岡小学校の

学校林等との連携により周辺の自然環境の保全効果が図れるほか、駒岡団地方向へ

の緩衝緑地となるものと評価する。 

緑地の確保に係る評価結果を表 5-5-7-1 に示す。 

 

表 5-5-7-1 緑地の確保に係る評価結果 

評価項目 種 別 施設配置Ａ案(北側配置) 施設配置Ｂ案(南側配置) 

施 設 の 敷 地 内
緑地の確保 

影 響 の 程 度 

・敷地内の南側に広く緑地を

確保することができ、事業

実施想定区域の南方向への

自然環境保全効果や駒岡団

地との緩衝機能が期待でき

る。 

・Ａ案よりもやや緑地面積

が小さい。事業実施想定区

域南方向への緩衝機能や

自然環境への効果は確保

できる。 

施策との整合 

・市内の南西部の丘陵やみどりの山並みを損なうことは

なく、市街地の外における自然環境との連携を図るこ

とから、市の緑化方針と整合が図れるものと評価する。 
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焼却施設 

破砕等 

施設 

破砕等 

施設 

焼却施設 

図 5-5-7-1 施設配置による緑地の比較 

施設配置Ａ案（北側配置） 

施設配置Ｂ案（南側配置） 

緑地 

 

緑地 

 

緩衝帯 

 

緩衝帯 
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